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● 用途地域地区改正について
現在東京都では、土地利用に関する基本方針を定め地域地区の再検討を

行なっています。

これは昭和48年n 月20日に用途地域等の地域地区の改正 を行っ た後

o 建築基準法の改正に伴う第2 種住居専用地域内の制限強化と東京都日影

規制条例の付帯決議による早期の用途地域見直しの要望
o 都市計画事業の進捗獣況

o 地区特性の変化

o 住民要望の変化等 があるため地城地区( 日影規制を含む) の再検討を行

なうことに なりました。

足立区においても足立区都市計画審議会( 以下審議会と略す) で審議を重

ねてまいりました。 ます審議会は都の基本方針・指定基準を基にすると

ともに当区の地域特性を考慮し、将来の発展推移を基本構想に沿って「足
立区地域地区改正素案」を作成しました。これを「区のお知らせ」で区

民の皆様にお知らせすると共に地元説明会 を6 ヶ所で行ない区民の皆様

のご意見・ご要望をお聞きしてまいりまし た。審議会は、ご意見・ご要
望について傾重に検討した結果このたび足立区用途地域・地区改正に関

する基本方針及び指定方針に幕づいて足立区用途地域地区改正「区案」
を決定いたしました。足立区ではこの「区・案」を東京都に送付しており

ます。 東京都では各区の案を調整し今年中に「都案」 を決定し昭和56年

から施行 する予定になっております。

● 足立区用途地域地区改正に関する基本方針及び指定方針
1 。安全性の向上を図 る

○ 土地利用の純化のため専用地域化を進める

○ 建築物の不燃化促進のため積極的に防火地域を指定する。

〇原則として容積率の緩和は行 なわない。
〇重化学工業地は、工場移転傾向を勘案しつつ、工業地域の縮少を図る。

2. 自然の保全回復と生活環境の整備

〇住宅地は、その環境を保護するため第1 種・第2 種住居専用地域を積

極的に指定し. かつ、地区の特性に応じた適正な容積率、建ぺい率及び
高度地区を指定する. また、第1 種住居専用地域については. その宅

地規模を考慮し外壁の後退距離を指定する。

O住環境保、湮のため第1 種住居専用地域のみならず第2 種l主居専用地域

についても必要 な地区について容積率及び建ぺい率規制の強化を図る.

〇店舗・小工場か混在しているか、住宅地 化の傾向かあり. 住環境を保.
瀟する必要のある区域については. 住居地域を指定する.

〇専用住宅地 と商業地又は工業地との間には. 緩衝地区 として住居地域、

近隣商業地域. 第2 種特別工業地区又は高度地区を指定する。

C 日照確保のため、日影規制の特性を考慮しつつ. 容積率・高度地区を
指定する.

3 。機能的な都市形成

O職住近接 を図るため業務施設の集中した地区周辺の住宅地には、積極
的 に第2 種住居専川地 域を指定する。

O都市型工業地については、工場・住宅 の共存を考慮し第2 種特別工業
地区の指定とともEこ高度地区を指定する。

O主要幹線道路沿道における、業務施設の立地を図るため、第2 種特別
工業地区の指定を進める。

O都市施設の整備状況 又は市街地|・刷発事業の進捗状況 に応じて行う。
O鉄道駅の乗車人貝増加、土地区画整理事業施行地域等の人口増加 にと

もなう商業 サービス施設等の増加地区に商業又は近隣商業地域を指定する。

● 地域地区とは
都市に人口や産業 か集中しますと、いろいろ な用途や形態の建築物か建築

されます。これらの建築物 が無計画に建築 されますと生活環境 か悪化し都
市機能 が混乱し住みにくい街になります。この街をふさわしい地域や地区に

わけて一定のルールのもとに建築物 を規制し土地 を合理的に利用しようとす
るもの です、

● 用途地域とは

● 第2 種特別工業地区とは
住居の混在率の高い準工業地域内に住乍活の保直と小工場の育成をはかる

ことを目的とする地区で作業場 の規模( 150m・をこえるもの) を制限すると

ともに震動・駐 在・悪臭・粉塵などの著しい工場は禁111する地区です。

● 用途地域内の建物の用途制限

○ は建ててもよいむの、× は建てられないもの、△ は3 隋以上に設
けるもの又は1. 500m'をこえるむのは建てられないもの

( 注. S 用途地域には 、建ぺい牟 、容納率 が組 合わされま・4≒
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細部不明な点については上記にお問合せ下さい。
□ ‥ ‥ は用途地域等の変更ケ所を示す。

※ 日 影現 制 に つい て は 、明 示 捫 ない も の はす べ て● 準 価 で す、
回申c- ) 、c二 丿磚 仍記 入 の あ る区 霞 は 、● 準 錙l j 外 の 璞制 魯 と なり ま す。

現 制値 は 裏 面( 表 一 目 を 参 照 下 さい,

鰄指 定………日 竃規 制a 指 定 がな い区 埣 をi l ,

日卜 現 制を 喪 す眄|ま、11・司 ・30 に つい て11 、柵 線20s から さ ら にl am・

20m 、30爬の 距罵 を 示 す。

※ 魏 纖式 で 指 定衢 饂 仍 明示 のQ・い ものl j 、 すぺ て

止 路 又は 都 市計 画 道 路の 境 界 衂 から? l mで す 。

30… … 劼m を示 す( 道路 等 か らの 距 離)

50…… SOm を示 す( 道 路等 か らの 距 離)

100 … … |圓m を示 す( 道 路 等か らの 距 離J

20Q… … 200 畴 示 す( 道 路 等か らの 矩 離)

300… … 3∽mを示す( 道罵等力` らの距鏘)

埼 玉 県

草 加 市
川口市

鳩ヶ 谷市

川 口 市

北 区

荒 川 区

墨 田 区

葛 飾 区

葛 飾 区

八 潮 市



● 建ぺい率とは
建築物の建築面積の敷地 面積に紂
する割介のことをいいます。

● 容積率とは
建築物 の各階の床面積の合計の敷地面積

に対 する割合のこ とをいいます。

● 高度地区とは
用途地域内において亟街地の環境 を維持・し、又は土地利用の増進を図る

ため、建築物 の高さの最高限度( 又は最低限度を) 定める地区です。

第1 種高度地区 第2 種高度地区 第3 種高度地区

● 防火地域とは
市街地における集団的な都市防火をはかる地域 です。

防火・準防火地域内の構造制限

● 外壁後退とは
外壁またはこれに代わる柱の面か

ら隣地境 界線( 道路境界線も含ま

れる) までの距離を後退させるこ
とです。
外壁の後退距離の限度は都市計画

で第1 種住居専用地域内に限って

定められ、その限度は1. 5mまたは1, n

に規定されています。( 足立区

では1m を採用) ただし物置等は

一部制限の緩和 があります。

● 日影規制の改正について
日影規制( 東京都日影による中高層建築物の高さの制限に関する条例。昭

和53年10月12日施行) は、今回の用途地域地区の改正では原則として、標

準値による変更となります。

標準値による日影規制は裏面の表のとおりです。

一方この条例では地域の特性を考慮しで、標準値と異なる指定をすること

かできます。

足立区では、足立区日杉規制の区域指定に係 る基本方針及び指定基準によ

り、南北に貫通する主要幹線道路の両側、高架鉄適、高速道路及び、東西

に貫通する主要幹線道路の北側等について標準値と異なる指定をしでいる
区域 があります。

裏面の図中( 一) ( 二) 等の部分が、標準値 と異なる指定区域です。

● 日影規制のあらまし

日影規制の基準は。表一1 のとおりですが、これを簡単に説明します。

1. 規制の対象となる地域

第1 種住居専用地域、第2 種住居専用地域、住居地域、近隣商業地域

準工業地域で条例の指定する区域。
なお商業地域と工業地域及無指定の区域( 日影規制 をしない対象地域J

は除かれています。

2. 対象となる建築物の規模

いわゆる中高層建築物で第1種住居専用地域では、軒高が7メートルを超

える建築物又は地上3階以上のもの。〔通常の2 階建は対象となりません〕

その他の規制対象区域のうち高さか10メートルを超える建築物 か対象
となI ) ます( 3 階建 て程度の ものは規制を受けません)

3. 日影の測定位置
― 1. 5m または4m の高さの

水平面上の日影が規制対象―

日影規制 では。現実の地表面上にできる日影を対象としてはいません。
第1 種住居専用地域では、平均地盤面から1. 5mの高さ、その他の4 つの地

域では。4m の高さの各水平面上の1, 1影を規制 対象としています。

この1. 5mというのは、おおむね通常の本造住宅の1階の窓の高さ、4m

は。同じく2階の窓の高さにあたり、‘ ここで規制対象建築物の日影時間を
測定することとされたものです。( 図―1参照)

なお。平均地盤面とは、規制対象建築物が周囲の地面 と接 する位置の高

さを平均したものです。

図―1

第1 種住居専用地域

第2種住居専用地域
住 居 地 域
近 隣 商 業 地 域準 工 業 地 域

4. 規制される範囲

規制される範囲は、建築物の敷地の境界線から外側に水平距離で5mを　

こえ10m以内の部分と、敷地境界から10mをこえる部分と2段階で制限を　

受けますo( 表―1)

表―1の3時間と2時間を例にとって説明しますと、3時間以上の等時　

間日影は、敷地境界から5mをこえ10m以内に落してはいけないことにな　
ります。云い変えれば、3時問の等時問日影は、敷地境界から5m以内に　

納めなければならないということです。また、2時間以上の等時間日影は、

敷地境界から10mをこえる部分に落してはいけないことになりやはり敷地　

境界から10m以内に納めなければなりません。これを図にしますと図―2　

になります。

表―1　日影規制の概要

● 規制される日 影l j 、冬至日1こおけ る夏太鵬時の 午1宥8 時から 午孩4 時 までの圜に 慘。ずるH 影。

図―2● 基 準 の適 用 例

第1種住居専用地域( 一)

( 立面図)

( 平面図)
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